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全体集会日程 

 
日 時 全体集会 
   2024年１月20日（土）13:00 ～ 17:00〔自治労会館6階ホール〕 
              *受付開始12:30 
   分科会 
      １月21日（日）09:00 ～ 12:00〔自治労会館1階、2階A、6階ホール〕 

 
13：00～ 全体集会       司 会 川 岸 太 朗 副議長 
     あいさつ 
      公共サービス民間労組評議会 橋 本 武 朋 議  長 
      自治労本部         木 村 ひとみ 副委員長 
      全国一般評議会       福 島 憲 一 議  長         
      来賓            岸   まきこ 参議院議員(組織内) 
                                            
13：40～ 国政報告           岸   まきこ 参議院議員(組織内) 
 
13：50～ 休憩、会場転換 
 

 14：05～ パネルディスカッション「公共サービス労働者の未来」 
      コーディネーター      茅 原 秀 行 副議長 
      パネリスト         岸   まきこ 参議院議員(組織内) 
                    橋 本 武 朋 議  長 
                    平 間 英 基 事務局次長 
                    太 田 道 宏 幹  事 
 
15：15～ 休憩、会場転換 
 
15：25～ 本部提起 
  公共民間評・2024春闘の取り組み方針（案） 
                    比田井   修 事務局長 
16：25～ 労働協約の地域的拡張適用の取り組み報告 
                    槌 田   順 自治労本部組織拡大オルグ 
16：55   まとめ、団結ガンバロ― 
17：00  終了  
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分 科 会 日 程 

 
日 時 2024年１月21日（日）09:00 ～ 12:00 
場 所 自治労会館1階、2階A、6階ホール 
 

①第１分科会 
 テーマ： 指定管理者制度・委託契約制度の問題と課題 
会 場： 自治労会館6階ホール 

  
 
②第２分科会 
 テーマ：介護・福祉職場の現状と課題 
 会 場：自治労会館1階 
  
 
③第３分科会 
 テーマ：「こんな時どうする？」～解決方法を『見える化』してみた～ 
 会 場：自治労会館6階ホール 
  
 
④第4分科会 
 テーマ: 公共民間職場における第６次組強を考える 
 会 場: 自治労会館2階A 
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公共サービス民間労組評議会・2024春闘の取り組み方針 

 
  1. 公共サービス民間労組評議会の2024春闘の基調と課題 
 
〔１〕取り組みの基調 
(１) 自治労の2024春闘方針のポイントは、次の通りです。 
  ① 公務職場の賃金・労働条件改善・賃金の運用改善にむけた「1単組・1要求」を行

うこと 
  ② 職場実態に見合った人員確保に向け、職場点検と要求・交渉に取り組むこと 
  ③ 働きやすい職場をめざし、カスタマーハラスメントの実態把握と防止対策をはか

ること 
  ④ 2024春闘期での決着をめざし、民間職場の賃金・労働条件改善をはかること 
  ⑤ 学習会や職場討議など組合員からの意見を集める機会を確保するとともに、その

意見をもとに要求書を作成し、組織の強化・活性化をはかること 
    
(２) 公共サービス民間労組評議会（以下、公民評）は、自治労方針を踏まえ、春闘を年

間賃金闘争サイクルのスタートとして位置づけ、全ての単組で要求書を提出し、交渉
を行うことを確認し、春闘の取り組みを進めてきました。 

   2022秋闘・2023春闘における公共民間単組の交渉等の状況は、秋闘と春闘を合わせ
要求書提出315単組・36.2％（2022春闘186単組・25％）、交渉実施288単組・33.1％
（2022春闘136単組・18％）、妥結251単組・28.9％（2022春闘72単組・10％）、協約
を締結した単組187単組・21.5％（2022年春闘37単組・５％）となっています。調査方
法を変更したことから、春闘だけでの取り組み比較はできませんが、春闘期に「要
求・交渉・妥結・協約締結」という運動サイクルの確立に向け、より一層の取り組み
が必要です。 

 
(３) 公共民間単組(以下：単組)のうち春闘期のみに取り組む単組は10％であり、秋闘と

春闘の両方に取り組むとしている単組を合わせても26.9％に留まっています。単組は、
春闘で賃金・労働条件の決着をめざして取り組みを進めてきました。 

   一方、公民評に多い指定管理職場・委託職場の単組では、自治体からの受託料や委
託費が確定した４月以降に交渉がスタートし、夏の一時金支給までに決着することが
多くあります。また、秋闘や通年闘争が中心の単組もあり、春闘への取り組み意義が
見出せない、薄れてしまっていることがあります。改めて春闘の意義を確認し、全単
組で取り組みを進める必要があります。 
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あっても補充しない状況が続いてきました。そのため、新規採用がなかなか行われず
年齢構成もアンバランスとなり、職員に大きな負担がかかっています。安全な業務遂
行のために適正な人員の確保と業務整理を求める必要があります。 

 
(８) 「公共サービスにもっと投資を！」キャンペーンへの参加 
   自治労全体で取り組みを進めている「公共サービスにもっと投資を！」キャンペー

ンに公共民間単組も取り組みます。 
   「エッセンシャルワーク」である公共サービスと公共サービス労働者の重要性と存

在価値を、社会に理解してもらうことを目的にキャンペーンに取り組み、公共サービ
スを提供する労働者の環境を改善するためには、もっと「投資」すること（予算を配
分すること）が必要であることを世論に訴えます。単組は、県本部や地方連合会等と
連携し本部作成の動画およびアピールボード等活用した街宣行動を展開し世論にア
ピールします。 

  
スローガンと主要な取り組み事項について 
 
 組合員の声でつくる要求から、一歩前への取り組みを行い 

賃金・労働条件、公共サービスの改善につなげよう！ 
 
1. これまでの取り組みの検証と春闘をたたかう意義の意思統一 
 ① 単組・県本部は、この間の春闘期における取り組みの総括に基づき、春闘方針

を確立します。 
 ② 県本部は春闘集会・学習会を開催し、各単組との意思統一をはかります。ま

た、春闘期に妥結する単組を中心に職場オルグを実施します。 
 ③ 県本部公民評の機能を高め、県本部と単組、単組間の連携を強化します。 
2. 全単組での要求書の提出と交渉の実施 
 ① 全単組で要求書を作成し、要求書の提出・交渉を実施します。 
   要求書の作成にあたっては、要求モデルを参考としつつ、職場の課題や組合員

の声が確実に反映されたものとなるよう意見集約等をしっかりと行います。ま
た、関係自治体との意見交換の場を設定するなど、県本部・関係自治体単組との
連携をはかります。  

 ② 秋闘期に妥結する単組についても、必ず春闘で要求書（労使間ルール、人員確
保課題など）を提出し、交渉を実施します。 

 ③ 本部は県本部の取り組み状況をふまえ、全国幹事を中心に各県へのオルグ等の
支援を行います。 
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（４） 2024春闘を取り組むにあたって、県本部・単組は、「単組の主体的運動・組織力量
の低下」「評議会運動を通じての単組間連携の希薄化」「県本部と単組の支援・連携
のあり方」等々の課題について、この間の取り組みを総括・検証し、その克服にむけ
た議論と取り組みを行います。 

   その上で、「なぜ、春闘に結集するのか」について十分な意思統一を行い、組合員
一人ひとりの声が要求を形づけるという意識を促すため「あなたの声ではじまる春闘」
をスローガンに、学習会や討論集会などを開催し具体的な春闘要求につなげ、少なく
とも職場の課題について「1単組・1要求」を行います。 

   また、秋闘期に賃金等を決定する単組においても、春闘期に要求書を提出し、労使
間ルールの確認や人員確保など、職場の課題や労働条件に係る問題を要求・交渉して
秋につなげ、通年的な交渉体制を確立します。妥結時期がいつかに関わらず、組合員
の声を基にした要求書を作成し、その要求書を提出し、交渉を実施することをすべて
の単組で実践します。 

 
（５） 公民評では、規模が小さい、組織率が高くない単組が多いことから、単組活動の経

験の蓄積や労使関係がまだ構築されていない単組が少なくありません。また、コロナ
禍を脱した現在でも活動が停滞している単組もあります。そのため県本部・県本部公
民評は、第６次組強計画のステップを意識し、単組オルグなどにより単組の活動状況
や傾向を確認したうえで単組課題を共有化し、各闘争期での要求書づくりや交渉の仕
方などについて、必要に応じた支援が必要です。 
 とりわけ、指定管理職場・委託職場単組については、自治体単組の理解と協力を進め
るためにも、県本部・県本部公民評が、自治体単組と指定管理職場・委託職場単組によ
る対策会議等を設置し、自治体単組と単組の職場実態や課題を共有する必要がありま
す。 
 

（６） この間、原材料費やエネルギーコストなどの物価高騰が続いています。さらに最低
賃金の引き上げや短時間労働者の健康保険加入など人件費も増加しています。一方、
新型コロナの５類移行に伴いコロナ関連の補助金等が廃止や減額され、医療や福祉職
場ではコロナ前の患者数、利用者数に戻らないなど減収が続いており、自治体準拠職
場であっても、自治体と同様の賃金改定ができない単組が増加しています。 

    住民に安心・安全な公共サービスを提供するためには、各職場が安定して運営でき
る財源が必要です。国や自治体からの支援は不可欠です。本部、県本部を含め自治体
単組と連携して取り組みます。 

 
（７） 単組では、業種、職種を問わず人員不足が続いています。財源不足等から退職が
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の声が確実に反映されたものとなるよう意見集約等をしっかりと行います。ま
た、関係自治体との意見交換の場を設定するなど、県本部・関係自治体単組との
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支援を行います。 
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（４） 2024春闘を取り組むにあたって、県本部・単組は、「単組の主体的運動・組織力量
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のあり方」等々の課題について、この間の取り組みを総括・検証し、その克服にむけ
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間ルールの確認や人員確保など、職場の課題や労働条件に係る問題を要求・交渉して
秋につなげ、通年的な交渉体制を確立します。妥結時期がいつかに関わらず、組合員
の声を基にした要求書を作成し、その要求書を提出し、交渉を実施することをすべて
の単組で実践します。 

 
（５） 公民評では、規模が小さい、組織率が高くない単組が多いことから、単組活動の経

験の蓄積や労使関係がまだ構築されていない単組が少なくありません。また、コロナ
禍を脱した現在でも活動が停滞している単組もあります。そのため県本部・県本部公
民評は、第６次組強計画のステップを意識し、単組オルグなどにより単組の活動状況
や傾向を確認したうえで単組課題を共有化し、各闘争期での要求書づくりや交渉の仕
方などについて、必要に応じた支援が必要です。 
 とりわけ、指定管理職場・委託職場単組については、自治体単組の理解と協力を進め
るためにも、県本部・県本部公民評が、自治体単組と指定管理職場・委託職場単組によ
る対策会議等を設置し、自治体単組と単組の職場実態や課題を共有する必要がありま
す。 
 

（６） この間、原材料費やエネルギーコストなどの物価高騰が続いています。さらに最低
賃金の引き上げや短時間労働者の健康保険加入など人件費も増加しています。一方、
新型コロナの５類移行に伴いコロナ関連の補助金等が廃止や減額され、医療や福祉職
場ではコロナ前の患者数、利用者数に戻らないなど減収が続いており、自治体準拠職
場であっても、自治体と同様の賃金改定ができない単組が増加しています。 

    住民に安心・安全な公共サービスを提供するためには、各職場が安定して運営でき
る財源が必要です。国や自治体からの支援は不可欠です。本部、県本部を含め自治体
単組と連携して取り組みます。 

 
（７） 単組では、業種、職種を問わず人員不足が続いています。財源不足等から退職が
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4,500円＋賃金改善分(生活維持・向上分10,000円＋格差是正分3,000円)17,500
円」以上の確保をはかります。 

 
   イ) 賃金カーブ維持分が算定困難な組合（賃金表が確立していない組合など） 
    【賃金カーブ維持相当分4,500円＋賃金改善分13,000円以上】 
      賃金カーブ維持相当分4,500円に賃金改善分(生活維持・向上分＋格差是正

分)13,000円を加えた水準を要求目安とします。 
 

 
【解説】 
① 「賃金カーブ維持分」として4,500円の確保。 
 ＜内訳＞ 
 ・連合は、「2023地域ミニマム運動」（全産業・規模300人未満、男女計）に

よる中位値の「1年・1歳間差」（全産業・300人未満・18－45歳の男女計）
の平均が4,304円（前年4,214円）であることから、「賃金カーブ維持分」
を4,500円（２％）としている。 

② 「生活の維持・向上分」として、10,000円以上を要求。 
  連合中小組合等の平均賃金250,000円×４％＝10,000円以上 
  参考：公共民間労組30歳平均賃金236,074円(2021年)、全国一般30歳平均賃

金221,715円(2023年) 
 ＜内訳＞ 
 ・総務省の「消費者物価指数」総合指数(2023年10月分)は前年同月比3.3％上

昇している。また、厚生労働省の「毎月勤労統計調査」の実質賃金指数
（2023年10月速報）は2.3％減であり、19か月連続で下がり続けている。 

 ・国税庁の「2022年分民間給与実態統計調査結果」によると、2022年の日本
の平均給与は458万円で前年比プラス2.7％と２年連続増加に転じている。
一方、ピーク時であった1997年の平均給与は467万円であり未だ９万円(約
２％)も低い。 

 ・人手不足で、労働力確保・定着化こそ中小企業経営の最大の課題であり、
賃金水準の回復、実質賃金の引上げが必要である。 

③ 「格差是正・配分の歪み」として今年度は3,000円以上を要求。 
 ＜内訳＞ 
 ・「連合加盟組合全体の平均賃金水準は約30万円であり、連合中小組合員の

平均賃金との差は約５万円ある。この差を一気に解消することは困難であ
るため、今年度は５万円×６％＝3,000円以上を要求していく。 
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 ④ 各県においては、全国一般との交流・共同行動を行い、地域労働運動強化をめ
ざします。 

3. 単組活動チェックリストの活用 
 ① 県本部公民評は、春闘期の学習会等の場を通じて、単組活動チェックリストを

活用し、単組活動ができているか、停滞していないかを把握します。 
 ② 県本部は、記入結果の点検を行い、単組活動が十分にできていない単組につい

ては、県本部公民評担当役職員等が個別にヒアリング調査を実施します。 
 ③ 県本部は、県内単組の状況を把握し、セミナーや交流会を開催するなどの対応

を工夫します。  
 ④ 単組は、執行委員会等で単組活動チェックリストを活用し、明らかとなった課

題について執行委員間で共有し、次年度の年間行動計画に反映します。 
 

 
〔２〕具体的課題 
【基本項目】 
(１) 事前協議・同意協定確立、不当労働行為をなくし、労働組合権利の確立 

    労使が対等な立場で労働条件を決定することは、労働基準法、労働組合法の大原則
です。これはすでに労使関係ルールが構築されている単組を含め、すべての単組で
「事前協議・同意協定」の確立にむけて取り組むことが重要です。 

  ① 労働協約や就業規則などの一方的改悪を許さず、労働条件の変更にあたっては労
使による事前協議を行い、労働組合の同意を得ることの協約化をはかります。 

  ② 団体交渉拒否、組合役員・活動家の解雇など不当労働行為を許さず、正常な労使
関係の確立を進めます。 

  ③ 時間内組合活動、組合活動休暇制度の確立・協約化を進めます。 
 
【賃金関係】 
(２) 「賃金カーブ維持分＋賃金改善分（生活維持向上分＋格差是正分）＝17,500円」以

上の賃上げ 
  ① 公共サービス民間労働者の賃金については、同一・類似の自治体労働者と同一賃

金という基本的考え方から、公務・民間を横断する地域公共サービス労働者の賃金
形成をめざします。 

  ② 賃金引き上げの要求目安 
   ア) 賃金カーブ維持分を算定可能な組合（賃金表が確立している組合など） 
    【「賃金カーブ維持分＋賃金改善分＝17,500円」以上】 
      2024連合方針（中小組合の取り組み）等を踏まえ、「賃金カーブ維持相当分
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  ④ 時間外労働月60時間超の割増率引き上げがされていることを確認するとともに、
法定休日（日曜または日曜相当日）の労働時間についても月60時間を超える時間外
労働手当の算定の対象とするよう求めます。 

  ⑤ 年次有給休暇については、年５日以上の取得が企業に義務付けられています。年
次有給休暇の取得促進にむけて、職場における取得状況を労使で点検し、職場の労
働者が偏りなく、また希望通りに年次有給休暇を100％取得できるよう取り組みます。 

  ⑥ 勤務間インターバル制度については、ＥＵ労働時間指令と同様、最低11時間の休
息時間の設定や繰り下げた時間分を勤務したものとみなすなど、導入にあたっての
制度整備にむけて労使で検討を行います。 

 
【雇用安定】 
(７) パート・有期雇用労働者の雇用安定と格差是正にむけた取り組み 
  ① 労働契約法18条に基づき、有期契約労働者の無期転換申込権が発生していること

から、無期転換ルールの適正な運用を求めます。 
  ② 2024年4月から労働条件明示ルールが変更されることを踏まえ、以下に取り組みま

す。 
   ア）就業場所・業務の変更範囲 
   イ）更新上限の有無と内容 
   ウ）無期転換申込機会 
   エ）無期転換後の労働条件 
  ③ 法律の周知を徹底し、労働協約、就業規則、労働条件通知書を点検するとともに

「改正労働契約法を活用した取り組み指針」を活用し、取り組みを強化します。 
   ア）不合理な雇止めの禁止 
   イ）不合理な労働条件の是正 
   ウ）有期契約労働者に対する無期転換ルールの周知 
   エ）有期から無期契約への転換 
  ④ 労契法を最大活用する観点から無期化の前に不合理な待遇差の是正を行うなど取

り組みの組み立てにも十分留意します。加えて、契約期間５年に至る前の雇止めや
就業規則の見直しなど、無期転換を避ける脱法的な取り扱いをさせない取り組みを
強めます。 

  ⑤ 新しく無期転換した労働者と以前から無期雇用の労働者との待遇差についても、
点検し不合理な待遇差の是正に取り組みます。取り組みにあたっては、「非正規労
働者の仲間作り」方針を十分に意識し、雇用安定・労働条件の改善、そして「仲間
作り＝組合加入」を一体的に進めます。 
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④ パートタイム労働者を含む公共民間労働者の均等待遇をめざし、企業内最
低賃金の協約化 

  (要求基準：月額176,100円＜国公行一1級13号俸相当額、高卒初任給＞日額
8,805円、時間給1,136円以上)を確立します。ただし、時給については、連合
方針を踏まえ1,200円以上をめざします。 

  
(３) 自治体準拠単組における賃金改善にむけた取り組み 
   人事院は月例給および一時金の引上げ勧告を行い、地方においてもすべての人事委

員会でほぼ同様の引上げ勧告を行いました。自治体準拠単組は、勧告内容を踏まえた
上で労使交渉を実施し賃金改善につなげます。 

   また、人事評価制度の導入については、労働組合との事前協議、交渉を実施し、と
合意に基づかない制度導入は断固阻止するよう取り組みます。 

(４) その他諸手当 
  ① 通勤手当、住居手当などの改善を求めます。特に通勤手当は燃料費の高騰を踏ま

え引上げを求めます。 
(５) 処遇改善加算と助成金制度活用について 

 ① 医療・社会福祉職場職員の処遇改善に対応し確実に実施するよう求めます。看護
補助者は月額平均6,000円相当、介護職員は介護職員等ベースアップ等支援加算に
２％（月額平均6,000円程度）が上乗せされることから、確実な申請と賃金反映を求
めます。 

 
【長時間労働の是正・総労働時間の短縮】 
(６) 時間外勤務の縮減にむけた取り組み（36協定） 
  ① すべての単組で時間外労働縮減に取り組みます。時間外労働が常態化している職

場で縮減の要請をしているにもかかわらず、使用者が十分な対策を講じない場合は、
36協定を締結しないといった強い姿勢を取ることも必要です。 

  ② すべての職場で、36協定の内容を点検（休日労働の抑制、限度時間を超える場合
の健康確保措置、過半数労働組合・代表者のチェック、36協定の周知状況）し、点
検を踏まえた見直しに取り組みます。36協定締結にあたっては、上限時間として、
１日２時間、４週24時間、３ヵ月50時間、年間150時間、休日労働月１日を設定しま
す。この上限時間の設定が難しい単組では、改正労働基準法に定める限度時間（月
45時間、年間360時間）の範囲内で設定します。 

  ③ 労働時間の客観的な把握と適正な管理の徹底を求めるとともに業務量や人員体制
の見直しによる時間外労働縮減を求めます。 

－ 12 －
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  ④ 時間外労働月60時間超の割増率引き上げがされていることを確認するとともに、
法定休日（日曜または日曜相当日）の労働時間についても月60時間を超える時間外
労働手当の算定の対象とするよう求めます。 

  ⑤ 年次有給休暇については、年５日以上の取得が企業に義務付けられています。年
次有給休暇の取得促進にむけて、職場における取得状況を労使で点検し、職場の労
働者が偏りなく、また希望通りに年次有給休暇を100％取得できるよう取り組みます。 

  ⑥ 勤務間インターバル制度については、ＥＵ労働時間指令と同様、最低11時間の休
息時間の設定や繰り下げた時間分を勤務したものとみなすなど、導入にあたっての
制度整備にむけて労使で検討を行います。 

 
【雇用安定】 
(７) パート・有期雇用労働者の雇用安定と格差是正にむけた取り組み 
  ① 労働契約法18条に基づき、有期契約労働者の無期転換申込権が発生していること

から、無期転換ルールの適正な運用を求めます。 
  ② 2024年4月から労働条件明示ルールが変更されることを踏まえ、以下に取り組みま

す。 
   ア）就業場所・業務の変更範囲 
   イ）更新上限の有無と内容 
   ウ）無期転換申込機会 
   エ）無期転換後の労働条件 
  ③ 法律の周知を徹底し、労働協約、就業規則、労働条件通知書を点検するとともに

「改正労働契約法を活用した取り組み指針」を活用し、取り組みを強化します。 
   ア）不合理な雇止めの禁止 
   イ）不合理な労働条件の是正 
   ウ）有期契約労働者に対する無期転換ルールの周知 
   エ）有期から無期契約への転換 
  ④ 労契法を最大活用する観点から無期化の前に不合理な待遇差の是正を行うなど取

り組みの組み立てにも十分留意します。加えて、契約期間５年に至る前の雇止めや
就業規則の見直しなど、無期転換を避ける脱法的な取り扱いをさせない取り組みを
強めます。 

  ⑤ 新しく無期転換した労働者と以前から無期雇用の労働者との待遇差についても、
点検し不合理な待遇差の是正に取り組みます。取り組みにあたっては、「非正規労
働者の仲間作り」方針を十分に意識し、雇用安定・労働条件の改善、そして「仲間
作り＝組合加入」を一体的に進めます。 

  

6 

④ パートタイム労働者を含む公共民間労働者の均等待遇をめざし、企業内最
低賃金の協約化 

  (要求基準：月額176,100円＜国公行一1級13号俸相当額、高卒初任給＞日額
8,805円、時間給1,136円以上)を確立します。ただし、時給については、連合
方針を踏まえ1,200円以上をめざします。 

  
(３) 自治体準拠単組における賃金改善にむけた取り組み 
   人事院は月例給および一時金の引上げ勧告を行い、地方においてもすべての人事委

員会でほぼ同様の引上げ勧告を行いました。自治体準拠単組は、勧告内容を踏まえた
上で労使交渉を実施し賃金改善につなげます。 

   また、人事評価制度の導入については、労働組合との事前協議、交渉を実施し、と
合意に基づかない制度導入は断固阻止するよう取り組みます。 

(４) その他諸手当 
  ① 通勤手当、住居手当などの改善を求めます。特に通勤手当は燃料費の高騰を踏ま

え引上げを求めます。 
(５) 処遇改善加算と助成金制度活用について 

 ① 医療・社会福祉職場職員の処遇改善に対応し確実に実施するよう求めます。看護
補助者は月額平均6,000円相当、介護職員は介護職員等ベースアップ等支援加算に
２％（月額平均6,000円程度）が上乗せされることから、確実な申請と賃金反映を求
めます。 

 
【長時間労働の是正・総労働時間の短縮】 
(６) 時間外勤務の縮減にむけた取り組み（36協定） 
  ① すべての単組で時間外労働縮減に取り組みます。時間外労働が常態化している職

場で縮減の要請をしているにもかかわらず、使用者が十分な対策を講じない場合は、
36協定を締結しないといった強い姿勢を取ることも必要です。 

  ② すべての職場で、36協定の内容を点検（休日労働の抑制、限度時間を超える場合
の健康確保措置、過半数労働組合・代表者のチェック、36協定の周知状況）し、点
検を踏まえた見直しに取り組みます。36協定締結にあたっては、上限時間として、
１日２時間、４週24時間、３ヵ月50時間、年間150時間、休日労働月１日を設定しま
す。この上限時間の設定が難しい単組では、改正労働基準法に定める限度時間（月
45時間、年間360時間）の範囲内で設定します。 

  ③ 労働時間の客観的な把握と適正な管理の徹底を求めるとともに業務量や人員体制
の見直しによる時間外労働縮減を求めます。 
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主行動計画」を策定するよう求めます。また、「事業主行動計画」が策定されてい
る職場では、その計画が実行されているかを点検し、実行されていない場合は実行
するよう求めます。 

(12) 育児や介護と仕事の両立にむけた取り組み 
 ① 育児・介護休業法の改正に対応し、次のとおり育児休業を取得しやすい職場環境

の整備に取り組みます。 
   ア）労働者に対する制度の周知と取得の意向確認 
   イ）子の出生後８週間以内に４週間までの「産後パパ育休」の創設 
   ウ）育児休業の分割取得 
   エ）申出期間の２週間前までの短縮 
  ② 育児休業、介護休業、子の看護休暇、介護休暇、育児・介護短時間勤務、所定外

労働の免除の申出や取得により、不利益な取り扱いが行われないよう取り組みます。 
  ③ 国家公務員の制度を踏まえた不妊治療休暇の創設などの整備に取り組みます。 
 
【60歳以上の雇用安定】 
(13) 高齢者の雇用と労働環境 

   ① 改正高年齢者雇用安定法の施行を踏まえ、65歳までの雇用確保（義務）を確実な
確保に加え、高齢者就業確保措置による70歳までの就業確保（努力義務）を求めま
す。なお、創業支援等措置(雇用によらない措置)のみの導入には反対の姿勢で臨み
ます。 

   ② 制度導入とともに高年齢者でもモチベーションをもって働き続けることができる
賃金・労働条件を求めます。 

   ③ 職員のニーズを踏まえた労働時間設定や勤務条件の改善、健康管理の充実を図る
とともに健康づくりと安全の確保を求めます。 

        
【均等・均衡待遇】 
(14) 同一労働同一賃金を踏まえたパート・有期雇用労働者の待遇改善 
  ① 単組は、同一労働同一賃金ガイドラインなどを踏まえ、パート・有期雇用労働者

の労働条件を点検し、不合理な待遇差について、早急な改善を求めます。 
  ② 具体的には、「同一労働同一賃金の法整備を踏まえた簡易チェックリスト（連合

作成）を活用し、すべての待遇を点検し、待遇毎の目的や性質を確認するとととも
に、職務内容などの違いを確認して、不合理な待遇差の早急な改善を要求します。 

   ア）パート・有期雇用労働者を雇用する場合は、賃金・労働時間など労働条件を明
記した「雇い入れ通知書」を交付し、雇用管理の改善措置の内容を説明すること。
その際、「昇給・昇格の有無」「退職手当の有無」「賞与の有無」「相談窓口」
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(８) 解雇・雇い止め阻止、自治体（出資団体）責任による雇用継続・保障の確立 
  ① 県本部、自治体単組と協力・共闘し、公社・事業団の統廃合、指定管理者制度に

よる事業所の変更、競争入札による受託企業の変更に対して、自治労４原則（優先
雇用権（雇用継続）、賃金・労働条件の継続、自治労（単組）との労使関係の継続、
サービス継続）に基づき、解雇を阻止し、雇用継続・保障を実現します。 

  ② 自治体（出資団体）には、使用者責任と同等の責任があることを明らかにする交
渉を進め、一方的な解雇・雇い止めを阻止し、事前労使協議・同意に基づく原則の
確立をはかります。 

    また、使用者に対しても雇用者責任を追及し、指定や受託状況に関わらず継続雇
用について「雇用保障に関する協定」の締結に取り組みます。 

   
【労働安全衛生】 
(９) 労働安全衛生体制の確立 
  ① すべての職場に労働安全衛生委員会を設置し活動を推進します。労働安全衛生委

員会が未設置の単組については、50人未満の事業所も含め単組役員参加による委員
会の設置と定期開催を求めます。また、ストレスチェックをはじめとする、「労働
安全衛生の３管理」（健康管理・作業管理・作業環境管理）の徹底にむけた具体的
な事業等の実施を求めます。また、労災補償を確認し、3000万円（連合傘下組合の
平均額）を下回る場合は労災上積み補償の協約化をはかります。 

(10) ハラスメント対策・差別禁止 
  ① あらゆるハラスメントを防止するための基本方針を明らかにし、啓発活動や相談

窓口の設置、苦情処理のための具体的実施計画を定めるよう求めます。特にパ
ワー・ハラスメント防止やカスタマーハラスメント対策の強化を求めます。 

  ② LGBT理解推進法が施行されたことから、性的指向・性自認に関するハラスメント
や差別の禁止、望まぬ暴露（アウティング）の防止やプライバシーの保護に取り組
みます。 

  ③ 2024年4月から障害者雇用促進法に基づく法定雇用率が、2.5％に引き上げられる
ことを踏まえ、障害者雇用率の達成や雇用環境の整備に取り組みます。 

(11) 女性活躍の推進・男女間格差の解消 
  ① 女性の昇進、昇格の遅れ、仕事の配置や配分、合理的な理由のない転居を伴う転

勤が男女で異なることなど、男女間格差の実態について点検し、必要な格差解消に
取り組みます。 

  ② 妊娠・出産などを理由とする不利益な取り扱いの有無を点検し、是正に取り組み
ます。 

  ③ 企業規模に関わらず、すべての職場において改正女性活躍推進法に基づく「事業
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主行動計画」を策定するよう求めます。また、「事業主行動計画」が策定されてい
る職場では、その計画が実行されているかを点検し、実行されていない場合は実行
するよう求めます。 

(12) 育児や介護と仕事の両立にむけた取り組み 
 ① 育児・介護休業法の改正に対応し、次のとおり育児休業を取得しやすい職場環境

の整備に取り組みます。 
   ア）労働者に対する制度の周知と取得の意向確認 
   イ）子の出生後８週間以内に４週間までの「産後パパ育休」の創設 
   ウ）育児休業の分割取得 
   エ）申出期間の２週間前までの短縮 
  ② 育児休業、介護休業、子の看護休暇、介護休暇、育児・介護短時間勤務、所定外

労働の免除の申出や取得により、不利益な取り扱いが行われないよう取り組みます。 
  ③ 国家公務員の制度を踏まえた不妊治療休暇の創設などの整備に取り組みます。 
 
【60歳以上の雇用安定】 
(13) 高齢者の雇用と労働環境 

   ① 改正高年齢者雇用安定法の施行を踏まえ、65歳までの雇用確保（義務）を確実な
確保に加え、高齢者就業確保措置による70歳までの就業確保（努力義務）を求めま
す。なお、創業支援等措置(雇用によらない措置)のみの導入には反対の姿勢で臨み
ます。 

   ② 制度導入とともに高年齢者でもモチベーションをもって働き続けることができる
賃金・労働条件を求めます。 

   ③ 職員のニーズを踏まえた労働時間設定や勤務条件の改善、健康管理の充実を図る
とともに健康づくりと安全の確保を求めます。 

        
【均等・均衡待遇】 
(14) 同一労働同一賃金を踏まえたパート・有期雇用労働者の待遇改善 
  ① 単組は、同一労働同一賃金ガイドラインなどを踏まえ、パート・有期雇用労働者

の労働条件を点検し、不合理な待遇差について、早急な改善を求めます。 
  ② 具体的には、「同一労働同一賃金の法整備を踏まえた簡易チェックリスト（連合

作成）を活用し、すべての待遇を点検し、待遇毎の目的や性質を確認するとととも
に、職務内容などの違いを確認して、不合理な待遇差の早急な改善を要求します。 

   ア）パート・有期雇用労働者を雇用する場合は、賃金・労働時間など労働条件を明
記した「雇い入れ通知書」を交付し、雇用管理の改善措置の内容を説明すること。
その際、「昇給・昇格の有無」「退職手当の有無」「賞与の有無」「相談窓口」
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(８) 解雇・雇い止め阻止、自治体（出資団体）責任による雇用継続・保障の確立 
  ① 県本部、自治体単組と協力・共闘し、公社・事業団の統廃合、指定管理者制度に

よる事業所の変更、競争入札による受託企業の変更に対して、自治労４原則（優先
雇用権（雇用継続）、賃金・労働条件の継続、自治労（単組）との労使関係の継続、
サービス継続）に基づき、解雇を阻止し、雇用継続・保障を実現します。 

  ② 自治体（出資団体）には、使用者責任と同等の責任があることを明らかにする交
渉を進め、一方的な解雇・雇い止めを阻止し、事前労使協議・同意に基づく原則の
確立をはかります。 

    また、使用者に対しても雇用者責任を追及し、指定や受託状況に関わらず継続雇
用について「雇用保障に関する協定」の締結に取り組みます。 

   
【労働安全衛生】 
(９) 労働安全衛生体制の確立 
  ① すべての職場に労働安全衛生委員会を設置し活動を推進します。労働安全衛生委

員会が未設置の単組については、50人未満の事業所も含め単組役員参加による委員
会の設置と定期開催を求めます。また、ストレスチェックをはじめとする、「労働
安全衛生の３管理」（健康管理・作業管理・作業環境管理）の徹底にむけた具体的
な事業等の実施を求めます。また、労災補償を確認し、3000万円（連合傘下組合の
平均額）を下回る場合は労災上積み補償の協約化をはかります。 

(10) ハラスメント対策・差別禁止 
  ① あらゆるハラスメントを防止するための基本方針を明らかにし、啓発活動や相談

窓口の設置、苦情処理のための具体的実施計画を定めるよう求めます。特にパ
ワー・ハラスメント防止やカスタマーハラスメント対策の強化を求めます。 

  ② LGBT理解推進法が施行されたことから、性的指向・性自認に関するハラスメント
や差別の禁止、望まぬ暴露（アウティング）の防止やプライバシーの保護に取り組
みます。 

  ③ 2024年4月から障害者雇用促進法に基づく法定雇用率が、2.5％に引き上げられる
ことを踏まえ、障害者雇用率の達成や雇用環境の整備に取り組みます。 

(11) 女性活躍の推進・男女間格差の解消 
  ① 女性の昇進、昇格の遅れ、仕事の配置や配分、合理的な理由のない転居を伴う転

勤が男女で異なることなど、男女間格差の実態について点検し、必要な格差解消に
取り組みます。 

  ② 妊娠・出産などを理由とする不利益な取り扱いの有無を点検し、是正に取り組み
ます。 

  ③ 企業規模に関わらず、すべての職場において改正女性活躍推進法に基づく「事業
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  ② 公共サービスの質と公正労働基準の確立にむけて、公契約条例の制定に取り組み
ます。また、「安ければ安いほどいい」という競争入札から、公正労働、雇用継続、
リビングウェイジの確保を中心にした総合評価方式の導入を自治体単組、地方連合
会、全建総連とともに協力して進めます。 

  ③ 入札参加条件、委託契約書、仕様書に「労働法遵守など公正労働条項」があるか
の点検を自治体単組と協力して行い、その確立を自治体に求め、交渉を進めます。 

  ④ 雇用継続、生活賃金など公正労働条件が保障できる委託料の引き上げを進めます。 
(17) 「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」を踏まえた対応 
  ① 内閣府公正取引委員会が2023年11月29日に「労務費の適切な転嫁のための価格交

渉に関する指針」を発表したことを踏まえ、価格交渉(指定管理料、委託費を含む)
が適切に行えるよう受注者、発注者に指針に示された各行動の実施を自治体単組と
連携し求めます。 

 
【指定管理・委託職場】 
(18) 指定管理者制度の運用改善と委託職場における取り組み 
  ① 県本部・単組は、「指定管理者制度取り組み方針」、「指定管理者制度に対する

取り組みガイドライン」および2010年総務省通知を踏まえ、自治体単組と課題を共
有したうえで、下記の要求を基準に運用改善にむけて取り組みを進めます。 

   ア）指定期間は10年を目標に最低７年を求めること。また非公募による特定指定と
すること。 

   イ）労働条項や継続的運営の実績を付加するなど、選定基準を改善すること。 
   ウ）人件費等の積算根拠の明確化および、指定管理料を適正に算定すること。 
  ② 県本部は、「指定管理者制度の取り組み方針」、「指定管理者制度に対する取り

組みガイドライン」を参考に取り組み方針を確立します。また、自治体単組と指定
管理職場単組の連携を強化するため、両単組による対策会議や情報交換会等を設置
します。 

    対策会議の設置にあたっては、自治体単組の理解と協力が不可欠です。そのため、
単組・関連自治体単組による合同学習会や意見交換会等を開催するなど、連携した
取り組みの必要性の理解を深めます。また、単組の職場実態や課題を共有する場を
設定するなど工夫ある取り組みを行います。 

  ③ 単組は、自治体における予算編成期に合わせて、「指定管理者制度の取り組み方
針」で示した要求書モデルを参考に要求書を作成し、自治体単組と連携し、交渉を
実施します。 

    単年度で交渉実施までの取り組みが困難な場合は、以下の取り組みを段階的に進
めます。 

10 

を明示すること。 
   イ）パート・有期雇用労働者を対象にした就業規則を設けること。その際、事業所

のパート職員の過半数代表の意見を聴くこと。 
   ウ）職務の内容、人材活用の仕組みが正規労働者と同様であるパート・有期雇用労

働者に対する差別的取り扱いを禁止すること。その他のパート・有期雇用労働者
の均等・均衡待遇をはかること。 

   エ）賃金（基本給、賞与、役付手当等）は、パート・有期雇用労働者の職務の内容、
勤務経験などを勘案し、決定すること。 

   オ）正規労働者と同様の職務を担っているパート・有期雇用労働者に対しては、正
規労働者と同様の教育訓練を実施すること。 

   カ）食堂、更衣室、休憩室等の福利厚生施設の利用について、正規労働者と同様の
取り扱いとすること。 

   キ）パート・有期雇用労働者から正規労働者への転換を推進するため、次の措置を
講ずること。 

   ● 正規労働者の募集内容について、パート・有期雇用労働者に周知する。 
   ● 正規労働者の募集に際しては、パート・有期雇用労働者を優先雇用とすること。 
   ● パート・有期雇用労働者を正規労働者へ転換するための試験制度を設けるなど、

転換を推進するための措置。 
  ③ 単組は、2024年10月から健康保険・厚生年金保険の特定適用事業所の要件が、101

人以上から51人以上に緩和されることに伴い、短時間労働者への健康保険・厚生年
金保険について確実に適用させるとともに、チェックオフなど点検します。 

    また、この緩和に伴い一方的に労働時間を短縮するなど要件を満たさせないよう
にする労働条件の改悪には断固反対し撤回を求めます。 

(15) 派遣労働者等の格差是正と労働条件の改善 
  ① 派遣先労働組合は、同じ職場で働く派遣労働者の労働条件・待遇差を確認し、自

社の労働者との間で不合理な待遇差等がある場合は、改善にむけた早急な働きかけ
を行います。 

  ② 派遣期間を延長する場合は、過半数労働組合等からの意見聴取が義務づけられて
いることから、確実に意見表明を行います。 

 
【公正労働基準】 
(16) 自治体の入札・委託契約(公契約)における公正労働基準の確立、公契約条例の制定 
  ① 各自治体に対し、入札制度における落札者決定ルールの改善を求めます。具体的

には、適切な人件費を確保できる積算基準の確立、労働法などの法令遵守規定、労
働集約型請負への最低制限価格制度や低入札価格調査制度の導入を求めます。 

－ 16 －
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  ② 公共サービスの質と公正労働基準の確立にむけて、公契約条例の制定に取り組み
ます。また、「安ければ安いほどいい」という競争入札から、公正労働、雇用継続、
リビングウェイジの確保を中心にした総合評価方式の導入を自治体単組、地方連合
会、全建総連とともに協力して進めます。 

  ③ 入札参加条件、委託契約書、仕様書に「労働法遵守など公正労働条項」があるか
の点検を自治体単組と協力して行い、その確立を自治体に求め、交渉を進めます。 

  ④ 雇用継続、生活賃金など公正労働条件が保障できる委託料の引き上げを進めます。 
(17) 「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」を踏まえた対応 
  ① 内閣府公正取引委員会が2023年11月29日に「労務費の適切な転嫁のための価格交

渉に関する指針」を発表したことを踏まえ、価格交渉(指定管理料、委託費を含む)
が適切に行えるよう受注者、発注者に指針に示された各行動の実施を自治体単組と
連携し求めます。 

 
【指定管理・委託職場】 
(18) 指定管理者制度の運用改善と委託職場における取り組み 
  ① 県本部・単組は、「指定管理者制度取り組み方針」、「指定管理者制度に対する

取り組みガイドライン」および2010年総務省通知を踏まえ、自治体単組と課題を共
有したうえで、下記の要求を基準に運用改善にむけて取り組みを進めます。 

   ア）指定期間は10年を目標に最低７年を求めること。また非公募による特定指定と
すること。 

   イ）労働条項や継続的運営の実績を付加するなど、選定基準を改善すること。 
   ウ）人件費等の積算根拠の明確化および、指定管理料を適正に算定すること。 
  ② 県本部は、「指定管理者制度の取り組み方針」、「指定管理者制度に対する取り

組みガイドライン」を参考に取り組み方針を確立します。また、自治体単組と指定
管理職場単組の連携を強化するため、両単組による対策会議や情報交換会等を設置
します。 

    対策会議の設置にあたっては、自治体単組の理解と協力が不可欠です。そのため、
単組・関連自治体単組による合同学習会や意見交換会等を開催するなど、連携した
取り組みの必要性の理解を深めます。また、単組の職場実態や課題を共有する場を
設定するなど工夫ある取り組みを行います。 

  ③ 単組は、自治体における予算編成期に合わせて、「指定管理者制度の取り組み方
針」で示した要求書モデルを参考に要求書を作成し、自治体単組と連携し、交渉を
実施します。 

    単年度で交渉実施までの取り組みが困難な場合は、以下の取り組みを段階的に進
めます。 

10 

を明示すること。 
   イ）パート・有期雇用労働者を対象にした就業規則を設けること。その際、事業所

のパート職員の過半数代表の意見を聴くこと。 
   ウ）職務の内容、人材活用の仕組みが正規労働者と同様であるパート・有期雇用労

働者に対する差別的取り扱いを禁止すること。その他のパート・有期雇用労働者
の均等・均衡待遇をはかること。 

   エ）賃金（基本給、賞与、役付手当等）は、パート・有期雇用労働者の職務の内容、
勤務経験などを勘案し、決定すること。 

   オ）正規労働者と同様の職務を担っているパート・有期雇用労働者に対しては、正
規労働者と同様の教育訓練を実施すること。 

   カ）食堂、更衣室、休憩室等の福利厚生施設の利用について、正規労働者と同様の
取り扱いとすること。 

   キ）パート・有期雇用労働者から正規労働者への転換を推進するため、次の措置を
講ずること。 

   ● 正規労働者の募集内容について、パート・有期雇用労働者に周知する。 
   ● 正規労働者の募集に際しては、パート・有期雇用労働者を優先雇用とすること。 
   ● パート・有期雇用労働者を正規労働者へ転換するための試験制度を設けるなど、

転換を推進するための措置。 
  ③ 単組は、2024年10月から健康保険・厚生年金保険の特定適用事業所の要件が、101

人以上から51人以上に緩和されることに伴い、短時間労働者への健康保険・厚生年
金保険について確実に適用させるとともに、チェックオフなど点検します。 

    また、この緩和に伴い一方的に労働時間を短縮するなど要件を満たさせないよう
にする労働条件の改悪には断固反対し撤回を求めます。 

(15) 派遣労働者等の格差是正と労働条件の改善 
  ① 派遣先労働組合は、同じ職場で働く派遣労働者の労働条件・待遇差を確認し、自

社の労働者との間で不合理な待遇差等がある場合は、改善にむけた早急な働きかけ
を行います。 

  ② 派遣期間を延長する場合は、過半数労働組合等からの意見聴取が義務づけられて
いることから、確実に意見表明を行います。 

 
【公正労働基準】 
(16) 自治体の入札・委託契約(公契約)における公正労働基準の確立、公契約条例の制定 
  ① 各自治体に対し、入札制度における落札者決定ルールの改善を求めます。具体的

には、適切な人件費を確保できる積算基準の確立、労働法などの法令遵守規定、労
働集約型請負への最低制限価格制度や低入札価格調査制度の導入を求めます。 
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治学習会等を開催します。 
  ② 公民評のすべての単組で、組合員の雇用と賃金・労働条件の確保のため、自治労

が推薦する組織内や地元の国会議員、地方議員との連携した取り組みを進めます。
とりわけ、第27回参議院議員選挙にむけ、組合員へ「岸まきこ」の名前の浸透をは
かるため、集会等、あらゆる機会を捉えて周知を徹底します。 

 

12 

   ア) 職場課題の共有と課題解決にむけた方向性の協議 
   イ) 統一した要求書の作成 
   ウ) 自治体単組の交渉への単組からの参加 
   エ) 合同交渉の実施など 
  ④ 委託職場単組においても、関連自治体単組との連携ある取り組みが推進できるよ

う、指定管理者職場における取り組み方針を参考に対策会議等の設置に取り組みま
す。対策会議においては、委託契約内容の分析を行うなど課題や問題点を明確化し、
その解決にむけた方針を確立します。 

  ⑤ 原材料費やエネルギーコストの高騰、最低賃金改善による人件費増、さらにイン
ボイス制度の影響がある場合は費用増が見込まれることから、2022年総務省通知を
踏まえ、必要な追加費用の試算を行い、契約期間中にかかわらず、指定管理料・委
託費の増額を使用者に対し自治体と協議するよう求めます。 

   
【組織強化・拡大と連携】 
(19) 地域公共サービスに働く仲間の自治労結集の促進 
  ① 県内、地域の公共サービス民間労組の学習会、交流会、相互激励行動、決起集会

などに積極的に参加し、公共サービス民間労組間の連携ある取り組みを進めます。 
  ② 第６次組織強化・拡大計画に基づき、県本部と連携して単組活動の活性化と組織

拡大を進めます。春闘期における取り組み等を通じて、正規・パート・有期雇用労
働者の相互理解を深めるとともに、具体的な処遇改善要求を行い、パート・有期雇
用労働者の仲間作りを進めます。 

  ③ ３～４月の年度末・年度はじめに、「公共民間職場の新規採用・未加入者への組
合加入促進ビラ」などを活用し、新採職員、非組合員、パート・有期雇用労働者の
組織化に集中して取り組みます。 

  ④ 業種別の横断組織である自主交流会の活動を通じて、組織強化・拡大に県本部と
連携して取り組みます。 

  ⑤ 同じ自治体、近隣の同業種、公共サービス民間労働者への組合づくりを働きかけ、
自治労結集を進めます。 

  ⑥ 全国一般評議会との連携を強化し、同業種間の交流・共同行動を行い、賃金・生
活の向上をめざした地域労働運動の強化に取り組みます。 

  ⑦ 地域中小労組、地域ユニオンとの交流・激励・共闘を強めます。 
 
【政治闘争の推進】 
(20) 政治活動 
  ① 本部、県本部の提起する取り組みに積極的に参加するとともに、単組において政
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治学習会等を開催します。 
  ② 公民評のすべての単組で、組合員の雇用と賃金・労働条件の確保のため、自治労

が推薦する組織内や地元の国会議員、地方議員との連携した取り組みを進めます。
とりわけ、第27回参議院議員選挙にむけ、組合員へ「岸まきこ」の名前の浸透をは
かるため、集会等、あらゆる機会を捉えて周知を徹底します。 

 

12 

   ア) 職場課題の共有と課題解決にむけた方向性の協議 
   イ) 統一した要求書の作成 
   ウ) 自治体単組の交渉への単組からの参加 
   エ) 合同交渉の実施など 
  ④ 委託職場単組においても、関連自治体単組との連携ある取り組みが推進できるよ

う、指定管理者職場における取り組み方針を参考に対策会議等の設置に取り組みま
す。対策会議においては、委託契約内容の分析を行うなど課題や問題点を明確化し、
その解決にむけた方針を確立します。 

  ⑤ 原材料費やエネルギーコストの高騰、最低賃金改善による人件費増、さらにイン
ボイス制度の影響がある場合は費用増が見込まれることから、2022年総務省通知を
踏まえ、必要な追加費用の試算を行い、契約期間中にかかわらず、指定管理料・委
託費の増額を使用者に対し自治体と協議するよう求めます。 

   
【組織強化・拡大と連携】 
(19) 地域公共サービスに働く仲間の自治労結集の促進 
  ① 県内、地域の公共サービス民間労組の学習会、交流会、相互激励行動、決起集会

などに積極的に参加し、公共サービス民間労組間の連携ある取り組みを進めます。 
  ② 第６次組織強化・拡大計画に基づき、県本部と連携して単組活動の活性化と組織

拡大を進めます。春闘期における取り組み等を通じて、正規・パート・有期雇用労
働者の相互理解を深めるとともに、具体的な処遇改善要求を行い、パート・有期雇
用労働者の仲間作りを進めます。 

  ③ ３～４月の年度末・年度はじめに、「公共民間職場の新規採用・未加入者への組
合加入促進ビラ」などを活用し、新採職員、非組合員、パート・有期雇用労働者の
組織化に集中して取り組みます。 

  ④ 業種別の横断組織である自主交流会の活動を通じて、組織強化・拡大に県本部と
連携して取り組みます。 

  ⑤ 同じ自治体、近隣の同業種、公共サービス民間労働者への組合づくりを働きかけ、
自治労結集を進めます。 

  ⑥ 全国一般評議会との連携を強化し、同業種間の交流・共同行動を行い、賃金・生
活の向上をめざした地域労働運動の強化に取り組みます。 

  ⑦ 地域中小労組、地域ユニオンとの交流・激励・共闘を強めます。 
 
【政治闘争の推進】 
(20) 政治活動 
  ① 本部、県本部の提起する取り組みに積極的に参加するとともに、単組において政

－ 19 －



 

12. 昇給ルールを導入・明確化すること。 
 
【人員・休暇・労働時間】 
13. 安定的かつ良質なサービスを提供するため、現場実態に即した人員を確保するととも
に、緊急事態や労働者の権利行使等に対応した休暇交替要員を確保すること。 

14. 不払い残業を一掃し、恒常的な時間外勤務を縮減するため縮減計画を示すこと。 
15. 時間外労働の上限規制にあわせて、36協定の上限時間を１日２時間、４週24時間、

３ヵ月50時間、年間150時間、休日労働月１日以下とすること。困難な場合は改正労働
基準法に定める限度時間（月45時間、年間360時間）の範囲内とすること。 

16. 法定休日（日曜または日曜相当日）についても月60時間を超える超過勤務時間の算定
の対象とすること。 

17. 完全週休２日制、週38時間45分以下、年間1,800時間労働を達成すること。 
18. 年次有給休暇を初年度20日とし、夏季休暇、年末年始休暇、病気休暇、家族看護休暇、
産前産後休暇、育児休業（休暇）、介護休暇、ボランティア休暇制度を確立すること。
また、年休の取得を促進し（年間取得５日未満者の解消）、勤務間インターバル制度の
導入にむけ、労使協議を行うこと。 

19．新型コロナウイルス感染症等に関連する有給の特別休暇が設置されている場合は継続
し、パート・有期雇用労働者も対象とすること。また、設置されていない場合は病気休
暇、家族看護休暇等を創設、または拡充すること。 

20. 育児・介護休業法改正を踏まえ、育児休業を取得しやすい雇用環境の整備、本人周
知・意向確認措置と育児休業制度（産後パパ育休の創設と分割取得）の整備を速やかに
行うこと。また、パート・有期雇用労働者に対する育児休業・介護休業制度の適用要件
を緩和すること。 

21. 有給の不妊治療休暇（年５日、特別の事情がある場合は10日）を制度化すること。 
22．新型コロナウイルス及びインフルエンザなどのワクチン等予防接種について、その費
用は事業主負担とすること。 

 
【雇用安定】 
23. 雇用確保に努め、解雇、雇い止めを行わないこと。 
24. 高年齢者雇用安定法を踏まえて、65歳までの雇用を確保すること。加えて、70歳まで
の継続雇用を確保すること。 

 
【指定管理・委託職場の改善】 
25. 自治体事業への入札にあたっては、公正労働基準に基づく積算を行い、ダンピング入
札を行わないこと。自治体との契約書に記載された「労働条項」（労働基準法をはじめ
労働諸法遵守、自治体最低賃金、雇用引き継ぎなど）を遵守すること。 

 

 
 

2024春闘 公共民間労組 要求モデル 
《2024春闘 雇用主に対する要求》 

 
【賃金・諸手当】 
1. 公共サービス職場のすべての労働者に適用される最低賃金（月額176,100円＜国公行

(一)１級13号相当額、高卒初任給＞、日額8,805円、時間給1,136円）を確立すること。
ただし、時給については、最低1,200円以上に引き上げること。 

2. 賃金改善について、「賃金カーブ維持相当分4,500円＋賃金改善分（生活維持・向上
分）10,000円＋格差是正分3,000円」の17,500円以上の引き上げを実施すること。 

3. 月例給、一時金について、自治体の水準を最低とし、維持・改善すること。 
4. 賃金表を確立し、定期昇給を完全実施すること。 
5. 50歳台後半職員の昇給抑制、昇格見直しは実施しないこと。また、60歳以上職員に対
し不合理な賃金引き下げは行わないこと。 

6. 退職手当（金）の改善をはかること。中小企業退職金共済等を活用すること。また、
定年延長による退職手当(金)の減額は行わないこと。 

7. パート・有期雇用労働者の賃金等の原資を確保すること。また、処遇の改善にあたっ
ては、正規労働者の賃金・労働条件の引き下げを行わないこと。 

 
（「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の活用） 
8．「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針(2023年11月29日）」を踏まえ、
賃上げや人件費増を前提とした価格交渉（指定管理料、委託費を含む）を発注者（自治
体含む）と行うこと。また、価格交渉では、最低賃金の上昇率、春季生活闘争の妥結額
やその上昇率などの公表資料を合理的な根拠として取り扱うこと。 

 
（医療・社会福祉職場職員の処遇改善） 
9. 医療・社会福祉職場職員の処遇改善に対応し確実に実施すること。看護補助者は月額
平均6,000円相当、介護職員は介護職員等ベースアップ等支援加算に２％(月額平均
6,000円程度)を上乗せされることから、確実な申請と賃金反映をすること。 

 
（パート・有期雇用労働者について） 
10. パート・有期雇用労働者の賃金については、正規労働者との労働時間に比例したも
のとし、最低時給は1,200円以上とすること。 

11. パート・有期雇用労働者の賃金改善のため、正規労働者との均等・均衡措置の観点か
ら、時給を110円（17,500円/160時間）以上引き上げること。 
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12. 昇給ルールを導入・明確化すること。 
 
【人員・休暇・労働時間】 
13. 安定的かつ良質なサービスを提供するため、現場実態に即した人員を確保するととも
に、緊急事態や労働者の権利行使等に対応した休暇交替要員を確保すること。 

14. 不払い残業を一掃し、恒常的な時間外勤務を縮減するため縮減計画を示すこと。 
15. 時間外労働の上限規制にあわせて、36協定の上限時間を１日２時間、４週24時間、
３ヵ月50時間、年間150時間、休日労働月１日以下とすること。困難な場合は改正労働
基準法に定める限度時間（月45時間、年間360時間）の範囲内とすること。 

16. 法定休日（日曜または日曜相当日）についても月60時間を超える超過勤務時間の算定
の対象とすること。 

17. 完全週休２日制、週38時間45分以下、年間1,800時間労働を達成すること。 
18. 年次有給休暇を初年度20日とし、夏季休暇、年末年始休暇、病気休暇、家族看護休暇、
産前産後休暇、育児休業（休暇）、介護休暇、ボランティア休暇制度を確立すること。
また、年休の取得を促進し（年間取得５日未満者の解消）、勤務間インターバル制度の
導入にむけ、労使協議を行うこと。 

19．新型コロナウイルス感染症等に関連する有給の特別休暇が設置されている場合は継続
し、パート・有期雇用労働者も対象とすること。また、設置されていない場合は病気休
暇、家族看護休暇等を創設、または拡充すること。 

20. 育児・介護休業法改正を踏まえ、育児休業を取得しやすい雇用環境の整備、本人周
知・意向確認措置と育児休業制度（産後パパ育休の創設と分割取得）の整備を速やかに
行うこと。また、パート・有期雇用労働者に対する育児休業・介護休業制度の適用要件
を緩和すること。 

21. 有給の不妊治療休暇（年５日、特別の事情がある場合は10日）を制度化すること。 
22．新型コロナウイルス及びインフルエンザなどのワクチン等予防接種について、その費
用は事業主負担とすること。 

 
【雇用安定】 
23. 雇用確保に努め、解雇、雇い止めを行わないこと。 
24. 高年齢者雇用安定法を踏まえて、65歳までの雇用を確保すること。加えて、70歳まで
の継続雇用を確保すること。 

 
【指定管理・委託職場の改善】 
25. 自治体事業への入札にあたっては、公正労働基準に基づく積算を行い、ダンピング入

札を行わないこと。自治体との契約書に記載された「労働条項」（労働基準法をはじめ
労働諸法遵守、自治体最低賃金、雇用引き継ぎなど）を遵守すること。 

 

 
 

2024春闘 公共民間労組 要求モデル 
《2024春闘 雇用主に対する要求》 

 
【賃金・諸手当】 
1. 公共サービス職場のすべての労働者に適用される最低賃金（月額176,100円＜国公行

(一)１級13号相当額、高卒初任給＞、日額8,805円、時間給1,136円）を確立すること。
ただし、時給については、最低1,200円以上に引き上げること。 

2. 賃金改善について、「賃金カーブ維持相当分4,500円＋賃金改善分（生活維持・向上
分）10,000円＋格差是正分3,000円」の17,500円以上の引き上げを実施すること。 

3. 月例給、一時金について、自治体の水準を最低とし、維持・改善すること。 
4. 賃金表を確立し、定期昇給を完全実施すること。 
5. 50歳台後半職員の昇給抑制、昇格見直しは実施しないこと。また、60歳以上職員に対
し不合理な賃金引き下げは行わないこと。 

6. 退職手当（金）の改善をはかること。中小企業退職金共済等を活用すること。また、
定年延長による退職手当(金)の減額は行わないこと。 

7. パート・有期雇用労働者の賃金等の原資を確保すること。また、処遇の改善にあたっ
ては、正規労働者の賃金・労働条件の引き下げを行わないこと。 

 
（「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の活用） 
8．「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針(2023年11月29日）」を踏まえ、
賃上げや人件費増を前提とした価格交渉（指定管理料、委託費を含む）を発注者（自治
体含む）と行うこと。また、価格交渉では、最低賃金の上昇率、春季生活闘争の妥結額
やその上昇率などの公表資料を合理的な根拠として取り扱うこと。 

 
（医療・社会福祉職場職員の処遇改善） 
9. 医療・社会福祉職場職員の処遇改善に対応し確実に実施すること。看護補助者は月額
平均6,000円相当、介護職員は介護職員等ベースアップ等支援加算に２％(月額平均
6,000円程度)を上乗せされることから、確実な申請と賃金反映をすること。 

 
（パート・有期雇用労働者について） 
10. パート・有期雇用労働者の賃金については、正規労働者との労働時間に比例したも
のとし、最低時給は1,200円以上とすること。 

11. パート・有期雇用労働者の賃金改善のため、正規労働者との均等・均衡措置の観点か
ら、時給を110円（17,500円/160時間）以上引き上げること。 
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スチェック実施など、労働者の健康・安全に十分に配慮した取り組みを行うこと。 
38. 労災上積み補償（死亡時3,000万円以上）を確立すること。 
39. あらゆるハラスメントを防止するための基本方針を明らかにし、研修や啓発活動、相
談窓口の設置、苦情処理のための具体的実施計画を定めること。特にパワーハラスメン
トやカスタマーハラスメント対策が急務であり防止対策の強化を行うこと。 

40. 地域公共サービスの向上に資する職員研修および人権研修を有給で実施すること。 
41. 改正女性活躍推進法に基づく事業主行動計画の策定、進捗状況の点検、必要に応じた
見直しを行うこと。また、事業主行動計画に「男女の賃金の差異」の把握を盛り込み、
男女間の賃金格差の解消をすること。 

42. 次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事業主行動計画の策定、進捗状況を点検し、
見直しを行うこと。 

43. ＬＧＢＴ理解増進法施行に伴い、ＬＧＢＴＱ＋など性的マイノリティ者が必要とする
配慮、差別の禁止、就業環境の整備を行うこと。 

 
【労働協約の締結】 
44. 以上の要求について、労使で合意したときは、労働協約として締結すること。 

 

26. 指定管理者の応募にあたって、2010年12月28日総務省通知も踏まえ、①公的責任を果
たせる人材の配置、②人件費の減額を招かない、③非正規職員への置き換えをしない、
④労働諸法の履行、⑤長期的な視点での企画・立案ができることなどを前提に、事業計
画などについて労使協議を行うこと。また、雇用保障協定を締結すること。 

27. 指定管理者の応募にあたって、非公募あるいは指定期間を10年以上とするように、法
人として自治体に働きかけること。 

28．原材料費やエネルギーコストの高騰、最低賃金の改善による人件費増等が見込まれる
ことから、契約の更新にあたっては、指定管理料・委託費の増額を自治体に求めること。 

29. 指定管理者の選定基準に、労働法の遵守、社会保険加入、継続雇用の保障、常勤者比
率などの公正労働基準を設けるとともに、障害者雇用、男女平等参画の状況、環境への
取り組みなど社会的価値についても設けるよう、自治体へ働きかけること。 

 
【パート・有期雇用労働者・派遣労働者について】 
30．2024年４月から労働条件明示ルールが変更されることから、以下の内容について更新
者を含め明示すること。 

 ① 就業場所・業務の変更範囲 
 ② 更新上限の有無と内容 
 ③ 無期転換申込機会 
 ④ 無期転換後の労働条件 
31.パートタイム・有期雇用労働法および会計年度任用職員制度を踏まえて、同一労働同
一賃金ガイドラインなどに基づき、パート・有期雇用労働者の労働条件を点検し、不合
理な待遇差について早急に改善すること。 

32. パート・有期雇用労働者の更新拒否による雇い止めをしないこと、また有期から無期
契約への転換や正規職員への登用をはかるなど、雇用保障に関わる協定を締結すること。 

33. 短時間労働者の厚生年金・健康保険の適用拡大について、改正法に則った適切な対応
を行うこと。 

34. 派遣労働者と派遣先労働者との均等・均衡待遇が義務化されていることから、均等・
均衡待遇を実現できる水準で派遣料金を設定すること。また、派遣労働者の雇用安定措
置や期間の延長などに関わり労使協議を行うこと。 

 
【権利・労安・男女平等】 
35. 憲法、労働組合法で保障されている団結権、団体交渉権（労働協約締結権）、団体行

動権などの労働基本権を侵害する不当労働行為を行わないこと。労働条件の決定・変更
にあたっての「事前協議・同意協定」を締結すること。 

36. 組合事務所・掲示板を認めること。組合活動のための有給休暇制度を確立すること。 
37. 安全衛生委員会を設置し、定期的に委員会を開催すること。また、健康診断やストレ
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スチェック実施など、労働者の健康・安全に十分に配慮した取り組みを行うこと。 
38. 労災上積み補償（死亡時3,000万円以上）を確立すること。 
39. あらゆるハラスメントを防止するための基本方針を明らかにし、研修や啓発活動、相

談窓口の設置、苦情処理のための具体的実施計画を定めること。特にパワーハラスメン
トやカスタマーハラスメント対策が急務であり防止対策の強化を行うこと。 

40. 地域公共サービスの向上に資する職員研修および人権研修を有給で実施すること。 
41. 改正女性活躍推進法に基づく事業主行動計画の策定、進捗状況の点検、必要に応じた
見直しを行うこと。また、事業主行動計画に「男女の賃金の差異」の把握を盛り込み、
男女間の賃金格差の解消をすること。 

42. 次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事業主行動計画の策定、進捗状況を点検し、
見直しを行うこと。 

43. ＬＧＢＴ理解増進法施行に伴い、ＬＧＢＴＱ＋など性的マイノリティ者が必要とする
配慮、差別の禁止、就業環境の整備を行うこと。 

 
【労働協約の締結】 
44. 以上の要求について、労使で合意したときは、労働協約として締結すること。 

 

26. 指定管理者の応募にあたって、2010年12月28日総務省通知も踏まえ、①公的責任を果
たせる人材の配置、②人件費の減額を招かない、③非正規職員への置き換えをしない、
④労働諸法の履行、⑤長期的な視点での企画・立案ができることなどを前提に、事業計
画などについて労使協議を行うこと。また、雇用保障協定を締結すること。 

27. 指定管理者の応募にあたって、非公募あるいは指定期間を10年以上とするように、法
人として自治体に働きかけること。 

28．原材料費やエネルギーコストの高騰、最低賃金の改善による人件費増等が見込まれる
ことから、契約の更新にあたっては、指定管理料・委託費の増額を自治体に求めること。 

29. 指定管理者の選定基準に、労働法の遵守、社会保険加入、継続雇用の保障、常勤者比
率などの公正労働基準を設けるとともに、障害者雇用、男女平等参画の状況、環境への
取り組みなど社会的価値についても設けるよう、自治体へ働きかけること。 

 
【パート・有期雇用労働者・派遣労働者について】 
30．2024年４月から労働条件明示ルールが変更されることから、以下の内容について更新
者を含め明示すること。 

 ① 就業場所・業務の変更範囲 
 ② 更新上限の有無と内容 
 ③ 無期転換申込機会 
 ④ 無期転換後の労働条件 
31.パートタイム・有期雇用労働法および会計年度任用職員制度を踏まえて、同一労働同
一賃金ガイドラインなどに基づき、パート・有期雇用労働者の労働条件を点検し、不合
理な待遇差について早急に改善すること。 

32. パート・有期雇用労働者の更新拒否による雇い止めをしないこと、また有期から無期
契約への転換や正規職員への登用をはかるなど、雇用保障に関わる協定を締結すること。 

33. 短時間労働者の厚生年金・健康保険の適用拡大について、改正法に則った適切な対応
を行うこと。 

34. 派遣労働者と派遣先労働者との均等・均衡待遇が義務化されていることから、均等・
均衡待遇を実現できる水準で派遣料金を設定すること。また、派遣労働者の雇用安定措
置や期間の延長などに関わり労使協議を行うこと。 

 
【権利・労安・男女平等】 
35. 憲法、労働組合法で保障されている団結権、団体交渉権（労働協約締結権）、団体行
動権などの労働基本権を侵害する不当労働行為を行わないこと。労働条件の決定・変更
にあたっての「事前協議・同意協定」を締結すること。 

36. 組合事務所・掲示板を認めること。組合活動のための有給休暇制度を確立すること。 
37. 安全衛生委員会を設置し、定期的に委員会を開催すること。また、健康診断やストレ
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正労働条項を設けること。災害など事業者の責によらない事態が発生した場合は、指定
管理料・委託料を減額しないこと。また、2022年10月11日に総務省が発出した「原材料
価格、エネルギーコスト等の上昇に係る指定管理者制度の運用の留意点について」を踏
まえ、適切な対応を行うこと。 

8. 労働時間等設定改善法が改正され、他の事業主との取引を行うにあたり、長時間労働
につながる短納期発注や発注内容の頻繁な変更を行わないよう配慮が必要となったこと
から、自治体の契約についても、改正の趣旨に則った対応を行うこと。 

 
（労働条件関連） 
9. 公社・事業団、社協、民間委託企業など主として自治体の補助金、委託費などに依存
する事業所の労働者に適用される自治体最低賃金（月額176,100円＜国公行(一)１級13
号相当額＞、日額8,805円、時間給1,136円）を確立すること。ただし、時給については、
最低1,200円以上に引き上げること。最低制限価格制度を活用して委託費において自治
体最低賃金を最低保障するとともに、仕様書、委託契約に明記し、履行を確保すること。 

10. 総合評価方式を活かし、ダンピングを防ぐとともに、技術、経験、公正労働基準、リ
ビングウェイジ、雇用引き継ぎ、障害者雇用、男女平等参画などが委託契約に反映され
るようにすること。業務の継続性をはかるために、随意契約についても活用すること。 

11. 委託担当、委託先への出向・派遣職員に対して、労働諸法などの研修を実施し、遵守
するよう指導すること。また、労働施策総合推進法改正に則り、ハラスメントを防止す
るための基本方針を明らかにし、啓発活動や相談窓口、苦情処理のための具体的実施計
画を定めること。 

12. 委託企業従業員に対して、地域公共サービスを向上し、業務遂行のための職員研修、
安全衛生研修、および人権研修を有給で実施すること。また、職場の安全衛生活動の充
実と体制の強化をはかること。 

13. 自治体設置の公社、事業団などにおける不払い残業をなくす予算措置を講じること。 
14. 介護保険による指定事業所において、労働基準法、労働安全衛生法、パートタイム労
働法などの違反がないように、労働基準監督署、労政事務所などと共同で、周知徹底、
改善指導を行うこと。また、介護労働者が安心して働き続けられるよう保険者として環
境整備をはかること。 

15. 委託企業においても、福利厚生制度を設けることができるよう委託料を算定すること。 
  

＜公共サービス基本法＞ 
 自治労が長年制定をめざし成立した法律（2009年５月成立、７月施行）。公民
を問わず、公共サービスに従事する者の適正な労働条件の確保と労働環境の整備
に関し、必要な施策を講じることを求めるもの。 
（公共サービスの実施に関する配慮） 

 

 
安全かつ良質な公共サービスを実施するための 

労働環境の整備に関する要求モデル 
 ― 自治体単組・公共民間労組共通 ―  

 
 公共サービス基本法10条・11条に基づき、自治体の責務を果たすために以下の事項の実
現を要求します。 
1. 雇用安定をはかるため、指定管理者の選定、公社・事業団などの統廃合、競争入札な
どによる委託企業の変更の場合でも、これまで従事してきた労働者の「雇用保障」や
「優先雇用」の協定を関係団体、労組間で締結すること。さらに、公共サービスの維
持・発展をはかるために、雇用の引き継ぎとともに、賃金、労働条件、勤続年数、労働
協約、労働慣行の継続をはかること。 

2. 安さを追求する競争入札から、公共サービスの質の向上や自治体政策実現に資する入
札にむけ、公正労働、リビングウェイジ（生活できる最低賃金）、雇用継続、障害者雇
用、男女平等参画などを総合評価する公契約条例を制定すること。 

3. 事業者の入札参加や指定管理者への公募にあたっては、人権などの社会的価値（環境、
障害者雇用の推進や男女平等参画など）や公正労働基準（ディーセントワーク、常用雇
用の原則、雇用の継続、標準的生活賃金）、労働法の遵守、社会保険等の加入、継続雇
用を要件とすること。また、同要件を、委託先事業者や指定管理者の協定書に規定する
こと。なお、労働基準法等違反企業や不当労働行為企業を契約から排除すること。 

4. 指定管理者の指定にあたっては、施設の特性に応じて、長期間の指定も可能とし、10
年を標準とすること。また、これまでの指定管理者の事業実績に十分留意し、特定の団
体を特命指定できるものとすること。 

5. 指定管理者の選定基準において、継続的に指定されている法人には、経験や実績を考
慮した加算や自動更新規定を設けること。 

6. 入札や指定管理者の人件費積算にあたっては、公正労働基準を確立するため、ＩＬＯ
94号条約（公契約における労働条項）や同一労働同一賃金の趣旨、さらに2023年11月29
日に内閣府が発表した「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」を活かし、
これまで従事していた職員や同一地域の同様な職種の平均賃金を下回らないこと、最低
賃金の上昇率、春季生活闘争の妥結額やその上昇率などから積算をし、標準人件費に基
づく職種別賃金単価表を整備すること。また、その積算根拠を公表し、予算化すること。
さらに、人件費上昇分や原材料費・エネルギーコストの高騰を踏まえ、契約期間中で
あっても指定管理料・委託料を増額すること。 

  労務提供型請負（業務委託）の入札・落札においても公正労働基準に基づく「最低制
限価格制度」「低入札価格調査制度」を導入すること。 

7. 仕様書や委託先企業との契約書において、労働諸法（指針を含む）を遵守する旨の公
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正労働条項を設けること。災害など事業者の責によらない事態が発生した場合は、指定
管理料・委託料を減額しないこと。また、2022年10月11日に総務省が発出した「原材料
価格、エネルギーコスト等の上昇に係る指定管理者制度の運用の留意点について」を踏
まえ、適切な対応を行うこと。 

8. 労働時間等設定改善法が改正され、他の事業主との取引を行うにあたり、長時間労働
につながる短納期発注や発注内容の頻繁な変更を行わないよう配慮が必要となったこと
から、自治体の契約についても、改正の趣旨に則った対応を行うこと。 

 
（労働条件関連） 
9. 公社・事業団、社協、民間委託企業など主として自治体の補助金、委託費などに依存
する事業所の労働者に適用される自治体最低賃金（月額176,100円＜国公行(一)１級13
号相当額＞、日額8,805円、時間給1,136円）を確立すること。ただし、時給については、
最低1,200円以上に引き上げること。最低制限価格制度を活用して委託費において自治
体最低賃金を最低保障するとともに、仕様書、委託契約に明記し、履行を確保すること。 

10. 総合評価方式を活かし、ダンピングを防ぐとともに、技術、経験、公正労働基準、リ
ビングウェイジ、雇用引き継ぎ、障害者雇用、男女平等参画などが委託契約に反映され
るようにすること。業務の継続性をはかるために、随意契約についても活用すること。 

11. 委託担当、委託先への出向・派遣職員に対して、労働諸法などの研修を実施し、遵守
するよう指導すること。また、労働施策総合推進法改正に則り、ハラスメントを防止す
るための基本方針を明らかにし、啓発活動や相談窓口、苦情処理のための具体的実施計
画を定めること。 

12. 委託企業従業員に対して、地域公共サービスを向上し、業務遂行のための職員研修、
安全衛生研修、および人権研修を有給で実施すること。また、職場の安全衛生活動の充
実と体制の強化をはかること。 

13. 自治体設置の公社、事業団などにおける不払い残業をなくす予算措置を講じること。 
14. 介護保険による指定事業所において、労働基準法、労働安全衛生法、パートタイム労
働法などの違反がないように、労働基準監督署、労政事務所などと共同で、周知徹底、
改善指導を行うこと。また、介護労働者が安心して働き続けられるよう保険者として環
境整備をはかること。 

15. 委託企業においても、福利厚生制度を設けることができるよう委託料を算定すること。 
  

＜公共サービス基本法＞ 
 自治労が長年制定をめざし成立した法律（2009年５月成立、７月施行）。公民
を問わず、公共サービスに従事する者の適正な労働条件の確保と労働環境の整備
に関し、必要な施策を講じることを求めるもの。 
（公共サービスの実施に関する配慮） 

 

 
安全かつ良質な公共サービスを実施するための 

労働環境の整備に関する要求モデル 
 ― 自治体単組・公共民間労組共通 ―  

 
 公共サービス基本法10条・11条に基づき、自治体の責務を果たすために以下の事項の実
現を要求します。 
1. 雇用安定をはかるため、指定管理者の選定、公社・事業団などの統廃合、競争入札な
どによる委託企業の変更の場合でも、これまで従事してきた労働者の「雇用保障」や
「優先雇用」の協定を関係団体、労組間で締結すること。さらに、公共サービスの維
持・発展をはかるために、雇用の引き継ぎとともに、賃金、労働条件、勤続年数、労働
協約、労働慣行の継続をはかること。 

2. 安さを追求する競争入札から、公共サービスの質の向上や自治体政策実現に資する入
札にむけ、公正労働、リビングウェイジ（生活できる最低賃金）、雇用継続、障害者雇
用、男女平等参画などを総合評価する公契約条例を制定すること。 

3. 事業者の入札参加や指定管理者への公募にあたっては、人権などの社会的価値（環境、
障害者雇用の推進や男女平等参画など）や公正労働基準（ディーセントワーク、常用雇
用の原則、雇用の継続、標準的生活賃金）、労働法の遵守、社会保険等の加入、継続雇
用を要件とすること。また、同要件を、委託先事業者や指定管理者の協定書に規定する
こと。なお、労働基準法等違反企業や不当労働行為企業を契約から排除すること。 

4. 指定管理者の指定にあたっては、施設の特性に応じて、長期間の指定も可能とし、10
年を標準とすること。また、これまでの指定管理者の事業実績に十分留意し、特定の団
体を特命指定できるものとすること。 

5. 指定管理者の選定基準において、継続的に指定されている法人には、経験や実績を考
慮した加算や自動更新規定を設けること。 

6. 入札や指定管理者の人件費積算にあたっては、公正労働基準を確立するため、ＩＬＯ
94号条約（公契約における労働条項）や同一労働同一賃金の趣旨、さらに2023年11月29
日に内閣府が発表した「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」を活かし、
これまで従事していた職員や同一地域の同様な職種の平均賃金を下回らないこと、最低
賃金の上昇率、春季生活闘争の妥結額やその上昇率などから積算をし、標準人件費に基
づく職種別賃金単価表を整備すること。また、その積算根拠を公表し、予算化すること。
さらに、人件費上昇分や原材料費・エネルギーコストの高騰を踏まえ、契約期間中で
あっても指定管理料・委託料を増額すること。 

  労務提供型請負（業務委託）の入札・落札においても公正労働基準に基づく「最低制
限価格制度」「低入札価格調査制度」を導入すること。 

7. 仕様書や委託先企業との契約書において、労働諸法（指針を含む）を遵守する旨の公
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第10条 国及び地方公共団体は、公共サービスの実施が公共サービスによる利益
を享受する国民の立場に立ったものとなるよう、配慮するものとする。 

（公共サービスの実施に従事する者の労働環境の整備） 
第11条 国及び地方公共団体は、安全かつ良質な公共サービスが適正かつ確実に
実施されるようにするため、公共サービスの実施に従事する者の適正な労働条
件の確保その他の労働環境の整備に関し必要な施策を講ずるよう努めるものと
する。 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取り組み報告
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第10条 国及び地方公共団体は、公共サービスの実施が公共サービスによる利益
を享受する国民の立場に立ったものとなるよう、配慮するものとする。 

（公共サービスの実施に従事する者の労働環境の整備） 
第11条 国及び地方公共団体は、安全かつ良質な公共サービスが適正かつ確実に
実施されるようにするため、公共サービスの実施に従事する者の適正な労働条
件の確保その他の労働環境の整備に関し必要な施策を講ずるよう努めるものと
する。 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取り組み報告
 

 





取り組み報告①
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